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例 規 名 

富士見市税条例等の一部を改正する条例の制定につい

て 

制 定 趣 旨 

地方税法等の一部を改正する法律が令和３年３月 

３１日付けで公布されたことに伴い、富士見市税条例等

の一部を改正する条例を制定したいので、地方自治法第

９６条第１項第１号の規定により提案するものです。 

主な制定内容 

 主な改正点は以下のとおりです。 

 

【第１条による改正】 

(1) 令和２年度税制改正において、個人市民税に係る扶

養控除における国外居住親族の取扱いの見直しが行

われましたが、個人市民税の均等割及び所得割の非課

税限度額の算定基準においても扶養控除の対象外と

なる国外居住親族を除外することとする所要の規定

を整備するとともに、公的年金等の支払を受ける納税

義務者の扶養親族申告書において、控除対象扶養親族

以外の扶養親族として必要とされる情報が「１６歳未

満の扶養親族」に限定されることから、所要の文言を

整理 

（該当条文は、条例第２４条、第３６条の３の３及び

附則第５条の改正規定） 

 

(2) 平成２８年度税制改正において創設されましたセ

ルフメディケーション税制（特定一般用医療品等購入

費を支払った場合の医療費控除の特例）につきまし

て、租税特別措置法の改正により、国税において適用

期限が５年延長されたことから、個人市民税において

も同様に、適用期限を５年延長する規定の整備 

 （該当条文は、附則第６条の改正規定） 



 

【第２条による改正】 

(3) 富士見市税条例の一部を改正する条例（令和２年条

例第２２号）で行った国税における連結納税制度から

グループ通算制度への移行に伴う法人市民税に係る

所要の規定の整備について、納税者及び課税庁の事務

負担軽減を図る観点から国税における外国税額控除

の見直しによる法人市民税への影響部分に対応する

ための規定の整備 

 （該当条文は、令和２年改正条例第２条のうち、第  

４８条、第５０条、第５２条、附則第３条の２及び附

則第４条の改正規定） 

施 行 日 等 

条例附則に定める日 

(1) 公布の日 

(2) 非課税限度額等における国外居住親族の取扱いの

見直しに関する改正部分 令和６年１月１日 

(3) セルフメディケーション税制の延長に関する改正

部分 令和４年１月１日 



富士見市税条例（昭和３２年条例第１５号）新旧対照表（第１条による改正） 

新 旧 

（個人の市民税の非課税の範囲） （個人の市民税の非課税の範囲） 

第２４条 略 第２４条 略 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、

前年の合計所得金額が３１５，０００円にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下

この項において同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０

万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する

場合には、当該金額に１８９，０００円を加算した金額）以下である

者に対しては、均等割を課さない。 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、

前年の合計所得金額が３１５，０００円にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族                           

           の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１０

万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する

場合には、当該金額に１８９，０００円を加算した金額）以下である

者に対しては、均等割を課さない。 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に

規定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（年齢１６歳未満の者に限る。）

を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）で

市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得

税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この

条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金

等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由し

て、市長に提出しなければならない。 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に

規定する申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において

同項に規定する公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を

受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）の

支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く 。）

を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）で

市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得

税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この

条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金

等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由し

て、市長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 



２～５ 略 ２～５ 略 

附 則 附 則 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 

第５条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前年

の所得について第３３条の規定により算定した総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額の合計額が、３５０，０００円にその者の同一

生計配偶者及び扶養親族（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族

に限る。以下この項において同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得

た金額に１０万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養 

親族を有する場合には、当該金額に３２０，０００円を加算した金 

額）以下である者に対しては、第２３条第１項の規定にかかわらず、

所得割（分離課税に係る所得割を除く。）を課さない。 

第５条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前年

の所得について第３３条の規定により算定した総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額の合計額が、３５０，０００円にその者の同一

生計配偶者及び扶養親族                     

                   の数に１を加えた数を乗じて得

た金額に１０万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養 

親族を有する場合には、当該金額に３２０，０００円を加算した金 

額）以下である者に対しては、第２３条第１項の規定にかかわらず、

所得割（分離課税に係る所得割を除く。）を課さない。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第６条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第３４

条の２の規定による控除については、その者の選択により、同条中 

「同条第１項」とあるのは「同条第1項（第２号を除く。）」と、 

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３項の規定によ

り読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

第６条 平成３０年度から令和４年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第３４

条の２の規定による控除については、その者の選択により、同条中 

「同条第１項」とあるのは「同条第1項（第２号を除く。）」と、 

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３項の規定によ

り読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

  



富士見市税条例の一部を改正する条例（令和２年条例第２２号）新旧対照表（第２条による改正） 

新 旧 

第２条 富士見市税条例の一部を次のように改正する。 第２条 富士見市税条例の一部を次のように改正する。 

（中略） （中略） 

 第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３ 

項」を「第３１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第 

１１項 及び第１３項」を「第９項、第１０項及び第１２項」 

に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３５ 

項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を 

「第２項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５項及び 

第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６条 

の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の８第２４項」を 

「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項中「第６６条の 

９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４項及び第 

１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、「第 

３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、 

同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第 

３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を 

「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第 

３３項」に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、 

「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条第６項中「、 

第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２２項」 

を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第 

３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８ 

第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「、第４項又は第 

  第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３ 

項」を「第３１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第 

１１項 及び第１３項」を「第９項、第１０項及び第１２項」 

に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３５ 

項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を 

「第２項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５項及び 

第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６条 

の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の８第２４項」を 

「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項中「第６６条の 

９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４項及び第 

１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、「第 

３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、 

同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第 

３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を 

「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第 

３３項」に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、 

「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条第６項中「、 

第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２２項」 

を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第 

３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８ 

第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「、第４項又は第 



１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第３２１条 

の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９ 

項を削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２ 項」を「第 

３２１条の８第６０項」に、「同条第４２項」を「同条第６０ 

項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項 

とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第 

１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第 

１３項中「第１０項」を「第９項」に、「第７５条の４第２項」 

を「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条第１２項とし、同 

条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を 

「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条 

第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項前 

段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６９ 

項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項 

とし、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」に、 

「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは 

第６項（同法第８１条の２４の３第２項において準用する場合を 

含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０ 

項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第３２１条 

の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９ 

項を削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第 

３２１条の８第５２項」に、「同条第４２項」を「同条第５２ 

項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項 

とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第 

１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第 

１３項中「第１０項」を「第９項」に、「第７５条の４第２項」 

を「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条第１２項とし、同 

条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を 

「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条 

第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項前 

段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１ 

項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項 

とし、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」に、 

「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは 

第６項（同法第８１条の２４の３第２項において準用する場合を 

含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０ 

項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１ 

項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は 

第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は 

第１９項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項 

に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当 

該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人 

第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１ 

項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は 

第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３項中「、第４項又は 

第１９項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項 

に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当 

該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人 



税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下 

この項において同じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結 

親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更 

正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削 

り、同条第４項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」 

に、「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４ 

項」に改める。 

税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下 

この項において同じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結 

親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更 

正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削 

り、同条第４項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」 

に                            

   改める。 

  第５２条第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条 

の１５の４第４項」に改め、同条第４項から第６項までを削る。 

第５２条第４項                      

                  から第６項までを削る。 

（中略） （中略） 

附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。             

     

附則第３条の２第２項及び第４条第１項中「及び第４項」を削 

る。 

  附則第４条第１項中「及び第４項」及び「又は法人税法第８１ 

条の２４第１項の規定により延長された法第３２１条の８第４項 

に規定する申告書の提出期限」を削り、同条第２項中「又は法第 

３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期 

間」を削る。 

 

 

 


